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流山市上下水道局浄化槽設置事業補助金交付要綱  

令和６年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）

が、生活系排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽

を設置する者に対して、その設置に要する経費の一部について、流山

市補助金等交付規則（昭和４２年流山市規則第１４号。以下「規則」

という。）を準用し、予算の範囲内において、補助金を交付するため

に必要な事項を定めるものとする。この場合において、「市が」とあ

るのは、「上下水道局が」と、「市に」とあるのは、「上下水道局に」

と、「市長」とあるのは、「管理者」と読み替えるものとする。  

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。  

（１）浄化槽 

住宅に設置され、かつ、し尿と雑排水を併せて処理する浄化槽法（昭

和５８年法律第４３号。以下「法」という。）第２条第１号の浄化槽

であって、生物化学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」という。）の除去

率が９０パーセント以上で、かつ、放流水のＢＯＤの日間平均値が１

リットル当たり２０ミリグラム以下の機能を有する国土交通大臣が認

定した１０人槽以下のもの（合併処理浄化槽設置整備事業における国

庫補助指針（平成４年１０月３０日付け衛浄第３４号厚生省浄化槽対

策室長通知）に適合する機能を有するもの）又はこれと同等の機能を

有すると市長が認めた１０人槽以下のものをいう。 

（２）高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ２０型） 

 浄化槽のうち、放流水の総窒素濃度の日間平均値が１リットル当た  

り２０ミリグラム以下かつ１０ミリグラム超であるもの又は総燐濃度  

の日間平均値が１リットル当たり１ミリグラム以下の機能を有するも  

のをいう（第４号及び第５号に該当するものを除く。）。  

（３）高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ１０型） 

  浄化槽のうち、放流水の総窒素濃度の日間平均値が１リットル当た  

り１０ミリグラム以下であるもの又は総燐濃度の日間平均値が１リッ  

トル当たり１ミリグラム以下の機能を有するものをいう（次号及び第  
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５号に該当するものを除く。）。  

（４）高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ・Ｐ型） 

 浄化槽のうち、放流水の総窒素濃度の日間平均値が１リットル当た  

り２０ミリグラム以下であり、かつ、総燐濃度の日間平均値が１リッ  

トル当たり１ミリグラム以下の機能を有するものをいう。  

（５）高度処理（ＢＯＤ除去型）浄化槽  

浄化槽のうち、ＢＯＤの除去率が９７パーセント以上で、かつ、放流

水のＢＯＤの日間平均値が１リットル当たり５ミリグラム以下の機能

を有するものをいう（前号に該当するものを除く。）。  

（６）単独処理浄化槽  

平成１３年３月３１日以前に設置された便所と連結してし尿を処理  

し、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第６号に規定する終

末処理場を有する公共下水道以外に放流するための設備又は施設をい

う。 

（７）住宅  

浄化槽を設置する個人及びその家族の生活の用のみに供する住宅  

（以下「専用住宅」という。）又は生活の用に供する部分と事務所、

店舗その他これに類するものに供する部分とが併用されている住宅

（以下「併用住宅」という。）であって、生活の用に供する部分の床

面積が、建築延床面積の２分の１以上であるものをいう。  

（８）くみ取り便所 

  住宅に設置され、かつ、し尿を貯留しくみ取る形式の便所をいう。  

（９）転換 

住宅の単独浄化槽又はくみ取り便所を廃止し、浄化槽を設置すること

をいう。 

（補助の対象）  

第３条 補助の対象者は、流山市の区域のうち、下水道法第４条第１項

の認可若しくは同法第２５条の２３第１項の認可を受けた事業計画に

定められた予定処理区域（以下「下水道事業計画区域」という。）以

外の区域又は下水道の整備が７年以上見込まれない下水道事業計画区

域内の次の各号に掲げる区域のいずれかに該当する地域において、既

設の単独処理浄化槽又はくみ取り便所から浄化槽への転換をする個人

とする。 
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（１）湖沼水質保全特別措置法（昭和５９年法律第６１号）第３条第２

項に規定する指定地域  

（２）水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第１４条の８第１

項に規定する生活排水対策重点地域  

２  前項の規定にかかわらず、次に掲げる者に対しては、補助金を交付

しない。 

（１）法第５条第１項の規定による設置の届出の審査又は建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による確認済証の交付

を受けずに浄化槽を設置する者  

（２）住宅を借りている者で、住宅の所有者又は賃貸人の承諾が得られ

ないもの 

（３）住宅を販売又は賃貸等の目的で建築（改築を含む。）する者  

（４）住宅の全部又は一部を賃貸している者  

（５）市税を滞納している者   

（補助金の額）  

第４条 補助金の額は、別表に定めるとおりとする。   

（申請の条件）  

第５条 流山市上下水道局浄化槽設置事業補助金の交付申請は、規則第

８条による交付決定通知日から、３か月以内に工事を完了させられる

ものに限る。 

（交付の申請）  

第６条 規則第３条の規定により補助金の交付申請をしようとする者は、

浄化槽の設置工事を行う前に、流山市上下水道局浄化槽設置事業補助

金交付申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添付して行わ

なければならない。 

（１）建築基準法第６条第１項の規定による確認済証又は浄化槽設置届

出書（審査期間を経過したものに限る。）の写し  

（２）設置場所の案内図  

（３）浄化槽の構造図  

（４）建物及び浄化槽の配置を記した敷地内排水系統配管図  

（５）工事請負契約書及び工事費の見積書の写し  

（６）住宅を借りている者は、当該住宅の所有者又は賃貸人の承諾書  

（７）法第７条の水質検査の検査手数料の支払をしたことを証する書類
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の写し 

（８）既設単独処理浄化槽の現況及び転換計画書（別記第２号様式）（別

表の備考に係る補助金の交付申請者に限る。）  

（９）単独処理浄化槽の廃止届の写し又はくみ取り便所の現況写真（建

替に伴う転換の場合に限る）  

（１０）浄化槽の転換工事の工程表（別記第１５号様式）  

（１１）申請年度の前年度の納税証明書（市民・固定資産税）  

（１２）非課税証明書（申請者が非課税の場合に限る） 

（１３）浄化槽工事の承諾書（住宅・宅地が共有名義の場合に限る）  

（１４）全部事項証明書（住宅・宅地が共有名義又は申請者と名義が異

なる場合に限る）  

（１５）（財）浄化槽設備士センターが実施した小規模合併処理浄化槽

施工技術特別講習会の修了証の写し又は浄化槽設備士免状の写し  

（１６）浄化槽設備士の雇用関係を証する書類  

（１７）（一社）千葉県浄化槽協会の発行する保証登録証  

（１８）全国合併処理浄化槽普及促進市町村協議会が定める合併処理浄

化槽設置整備事業に係る合併処理浄化槽登録要領第６条第１項の「登

録証」及び同要領第１２条の「登録浄化槽管理票（Ｃ票）」  

（１９）委任状（浄化槽施工業者ならびに関連業者が、規則第３条の規

定により補助金の交付申請をしようとする者の代理で申請する場合に限

る） 

（２０）施工業者、維持管理、清掃業者の３社契約を行う旨の誓約書、

又はその契約書（流山市浄化槽整備促進協議会の会員業者内で施工、

維持管理、清掃を行う場合に限る）  

（２１）第５条の規定に関する誓約書 

（２２）その他管理者が必要と認める書類  

（審査枠数の限定） 

第７条 浄化槽施工業者ならびに関連業者が、規則第３条の規定により

補助金の交付申請をしようとする者の代理で、交付申請をする場合、

その審査の枠について、１日あたり１業者（関連業者含む）につき２

枠までとする。 

（決定の通知）  

第８条 規則第６条の規定による通知は、流山市上下水道局浄化槽設置
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事業補助金交付決定通知書（別記第３号様式）又は流山市上下水道局

浄化槽設置事業補助金交付申請却下通知書（別記第４号様式）により

行うものとする。  

（変更等承認申請） 

第９条 規則第５条第１項第１号及び第３号の承認を受けようとする者

は、流山市上下水道局浄化槽設置事業補助金変更等承認申請書（別記

第５号様式）により行わなければならない。  

（変更等承認の通知）  

第１０条 管理者は、前条の規定による申請があったときは、その内容

を審査し、流山市上下水道局浄化槽設置事業補助金変更等承認通知書

（別記第６号様式）により、当該申請に係る者に通知するものとする。  

 （施工および工事写真について） 

第１１条 工事の施工、施工状況の撮影に当たっては、浄化槽設計施工

の手引き（一般社団法人全国浄化槽団体連合会発刊）に従うものとす

る。 

（実績の報告）  

第１２条 規則第１２条の規定による報告は、流山市上下水道局浄化槽

設置事業実績報告書（別記第７号様式）に、次に掲げる書類を添付し

て行わなければならない。  

（１）浄化槽の保守点検を委託により実施する場合にあっては、浄化槽

管理者が浄化槽保守点検業者を窓口として保守点検及び浄化槽清掃の

実施並びに法定検査の受検手続きの代行を一括して約定した契約書の

写し（補助の対象者が自ら当該浄化槽の保守点検又は清掃を行う場合

にあっては、自らそれを行うことができることを証する書類）  

（２）浄化槽施工結果報告書の写し  

（３）工事費の領収書（証）の写し  

（４）施工状況の写真  

（５）誓約書（別記第８号様式）  

（６）単独処理浄化槽転換結果報告書（第９号様式）（別表の備考に係

る補助金の交付決定を受けた者に限る。）  

（７）竣工図 

（８）その他管理者が必要と認める書類  

（確定の通知）  
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第１３条 規則第１４条の規定による通知は、流山市上下水道局浄化槽

設置事業補助金交付確定通知書（別記第１０号様式）により行うもの

とする。 

（請求） 

第１４条 規則第１５条の規定による提出は、流山市上下水道局浄化槽

設置事業補助金交付請求書（別記第１１号様式）により行わなければ

ならない。 

（決定の取消し）  

第１５条 管理者が規則第８条第１項又は規則第１７条第１項の規定に

より補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消したときは、流山

市上下水道局浄化槽設置事業補助金交付決定取消通知書（別記第１２

号様式）により通知するものとする。  

（決定の無効）  

第１６条 第５条の規定を遵守できないことが予期される場合、工事完

了期限日１週間前までに、理由書を提出しなければならない。  

２  前項の規定による理由書を提出しなかった場合及び第５条の規定を

遵守できない事由がやむを得ない事由でない場合については、規則第

８条による交付決定を無効とし、流山市上下水道局浄化槽設置事業補

助金交付決定無効通知書（別記第１６号様式）により通知するものと

する。 

（補助金の返還）  

第１７条 規則第１８条の規定による補助金の返還命令は、流山市上下

水道局浄化槽設置事業補助金返還命令書（別記第１３号様式）により

行うものとする。  

（補助金受給者調書への記載） 

第１８条 管理者は、補助金受給者の氏名その他必要な事項を補助金受

給者調書（別記第１４号様式）に記載し、保存するものとする。  

附  則  

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

別表（第４条関係） 

１  高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ１０型）の設置  
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人槽区分 補助限度額 

５人槽 ４７４，０００円 

６～７人槽 ５７０，０００円 

８～１０人槽  ７２３，０００円 

２  高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ２０型）の設置  

人槽区分 補助限度額 

５人槽 ３６０，０００円 

６～７人槽 ４６２，０００円 

８～１０人槽  ５８５，０００円 

３  高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽（Ｎ・Ｐ型）の設置  

人槽区分 補助限度額 

５人槽 ５２８，０００円  

６～７人槽 ６９３，０００円  

８～１０人槽  ９６３，０００円  

４  高度処理（ＢＯＤ除去型）浄化槽の設置  

人槽区分 補助限度額 

５人槽 ４８９，０００円  

６～７人槽 ６５４，０００円  

８～１０人槽  ９０３，０００円  

 

５  高度処理（窒素・燐除去型）浄化槽への転換  

備考  

（１）住宅の建替えを伴わないで既設の単独処理浄化槽から浄化槽へ

の転換をする場合は、１から４までに定める額に１８０，０００円

を加えた額とする。ただし、当該単独処理浄化槽の撤去（機能の停

止を含む、以下同じ）又は雨水貯留槽等への再利用に要した費用が

１８０，０００円に満たない場合は、当該撤去又は雨水貯留槽等へ

の再利用に要した費用（千円未満の端数を切り捨てた額）とする。 

（２）住宅の建替えを伴わないで既設のくみ取り便所から浄化槽への

転換をする場合は、１から４までに定める額に１００，０００円を

加えた額とする。だだし、当該くみ取り便所の撤去に要した費用が

１００，０００円に満たない場合は、当該撤去に要した費用（千円
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未満の端数を切り捨てた額）とする。 

（３）住宅の建替えを伴わないで既設の単独処理浄化槽から浄化槽へ

の転換をする場合であって、当該転換に宅内配管工事を伴う場合（水

回りのリフォームと併せて浄化槽を設置する場合を含む）は、１か

ら４までに定める額に備考（１）とは別に３００，０００円を加え

た額とする。ただし、当該宅内配管工事に要した費用が３００，０

００円に満たない場合は、当該宅内配管工事に要した費用（千円未

満の端数を切り捨てた額）とする。 

（４）住宅の建替えを伴わないで既設のくみ取り便所から浄化槽への

転換をする場合であって、当該転換に宅内配管工事を伴う場合（水

回りのリフォームと併せて浄化槽を設置する場合を含む）は、１か

ら４までに定める額に備考（２）とは別に１００，０００円を加え

た額とする。ただし、当該宅内配管工事に要した費用が１００，０

００円に満たない場合は、当該宅内配管工事に要した費用（千円未

満の端数を切り捨てた額）とする。 

（５）住宅の建替えを伴わないで既設の単独処理浄化槽又はくみ取り

便所から高度処理（窒素・燐
りん

除去型）浄化槽（Ｎ１０型）への転換

をする場合は、１に定める額に備考（１）から備考（４）までとは

別に当該設置に要した費用２００，０００円を加えた額とする。 

（６）利根運河等水質改善モデル事業として住宅の建替えを伴わない

で転換をする場合、第４条の別表１から４までに定める額と備考

（１）から（５）までとは別に３００，０００円を加えた額とする。

ただし、第４条の別表１から４までに定める額と備考（１）から（６）

の合計額が工事請負額を超える場合は、当該浄化槽設置に要した費

用まで（千円未満の端数を切り捨てた額）とする。 

（適用）流山市浄化槽整備促進協議会の会員業者内で施工、維持管

理、清掃を行う場合。  

 

 


